
議案第９４号

令 和 ２ 年 度

五所川原市下水道事業会計補正予算書



令和２年度五所川原市下水道事業会計補正予算（第１号）

　（総則）
第１条　令和２年度五所川原市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）
第２条　令和２年度五所川原市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり
　補正する。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第２項

第５款　浄化槽設置整備事業収益
第１項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

　（資本的収入及び支出）
第３条　予算第４条中「９４，００３千円」を「９５，９８５千円」に、「５，４２６千円」を「５，４４５千円」に、
　「８８，５７７千円」を「９０，５４０千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第２項

　

７１１，３１９ 千円 △４７ 千円 ７１１，２７２ 千円
営 業 外 収 益 ３１９，０３６ 千円 △４７ 千円 ３１８，９８９ 千円

５７，８４５ 千円 ２３８ 千円 ５８，０８３ 千円
営 業 外 収 益 ５７，８４５ 千円 ２３８ 千円 ５８，０８３ 千円

収 入 合 計 ８９６，７６８ 千円 １９１ 千円 ８９６，９５９ 千円

８６５，２８０ 千円 △２，０２９ 千円 ８６３，２５１ 千円
営 業 費 用 ７８６，０６９ 千円 △２，０２９ 千円 ７８４，０４０ 千円

５７，８４５ 千円 ２３８ 千円 ５８，０８３ 千円
営 業 費 用 ５７，８４５ 千円 ２３８ 千円 ５８，０８３ 千円

支 出 合 計 １，１０７，２８５ 千円 △１，７９１ 千円 １，１０５，４９４ 千円

５０３，０２１ 千円 ７，３９０ 千円 ５１０，４１１ 千円
他 会 計 出 資 金 ２８６，６６９ 千円 ７，３９０ 千円 ２９４，０５９ 千円

収 入 合 計 ６０８，９５８ 千円 ７，３９０ 千円 ６１６，３４８ 千円
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　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第４条　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
（１）

令和２年９月３日提出

５９７，０２４ 千円 ９，３７２ 千円 ６０６，３９６ 千円
建 設 改 良 費 １１９，６４５ 千円 ９，３７２ 千円 １２９，０１７ 千円

支 出 合 計 ７０２，９６１ 千円 ９，３７２ 千円 ７１２，３３３ 千円

職 員 給 与 費 ７５，４０１ 千円 ７，５８１ 千円 ８２，９８２ 千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

令和２年度五所川原市下水道事業会計補正予算実施計画

令和２年度五所川原市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和２年度五所川原市下水道事業会計補正予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 収 益 ８９６,７６８ １９１ ８９６,９５９

1
公共下水道事業
収 益

７１１,３１９ △４７ ７１１,２７２

2 営 業 外 収 益 ３１９,０３６ △４７ ３１８,９８９

2 他 会 計 負 担 金 ７８,００７ △４７ ７７,９６０

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

1 営 業 外 収 益 ５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

1 他 会 計 負 担 金 ５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 費 用 １,１０７,２８５ △１,７９１ １,１０５,４９４

1
公共下水道事業
費 用

８６５,２８０ △２,０２９ ８６３,２５１

1 営 業 費 用 ７８６,０６９ △２,０２９ ７８４,０４０

3 総 係 費 ４１,１６３ △２,０２９ ３９,１３４

-5-



(資本的収入及び支出）
収 入

支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

1 営 業 費 用 ５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

1 総 係 費 ５７,８４５ ２３８ ５８,０８３

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

資 本 的 収 入 ６０８,９５８ ７,３９０ ６１６,３４８

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

５０３,０２１ ７,３９０ ５１０,４１１

2 他 会 計 出 資 金 ２８６,６６９ ７,３９０ ２９４,０５９

1 他 会 計 出 資 金 ２８６,６６９ ７,３９０ ２９４,０５９

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

資 本 的 支 出 ７０２,９６１ ９,３７２ ７１２,３３３

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

５９７,０２４ ９,３７２ ６０６,３９６

1 建 設 改 良 費 １１９,６４５ ９,３７２ １２９,０１７

1 管 き ょ 建 設 費 １１９,６４５ ９,３７２ １２９,０１７
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
受取利息及び受取配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
引当金の増減額（△は減少）
その他流動負債の増減額（△は減少）
小計
受取利息及び受取配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和２年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 215,716
572,889

233
△ 268,369

△ 1
86,222
41,797
12,850
△ 56
△ 8

229,841
1

△ 86,222
143,620

△ 350,769
32,920

△ 317,849

213,100
△ 559,216

426,218
80,102

△ 94,127
251,034
156,907
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１　総括
３　令和２年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5 10 86 41,005 20,386 61,477 21,505 82,982

5 9 86 36,652 18,889 55,627 19,774 75,401

0 1 0 4,353 1,497 5,850 1,731 7,581

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,074 8,990 6,424 570 348 322 480 360 18 1,800

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

78 798 517 52 24 28 0 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員
職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10 41,005 20,386 61,391 21,505 82,896

9 36,652 18,889 55,541 19,774 75,315

1 4,353 1,497 5,850 1,731 7,581

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,074 8,990 6,424 570 348 322 480 360 18 1,800

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

78 798 517 52 24 28 0 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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扶養手当　　　　　７８ 通勤手当　　　　２４
期末手当　　　　７９８ 住居手当　　　　２８
勤勉手当　　　　５１７
寒冷地手当　　　　５２

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

給与改定に伴う
増 加 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３４１，３１０

平 均 給 与 月 額(円） ３５８，８５０

平 均 年 齢(歳） ５２歳 ２月

平 均 給 料 月 額(円） ３３３，９４４

平 均 給 与 月 額(円） ３５２，２１１

平 均 年 齢(歳） ４７歳 ８月

給 料 ４，３５３

その他の増減分 ４，３５３
職員の異動等に伴
う減分

手 当 １，４９７
その他の増減分 １，４９７

職員の異動等に伴
う減分

令和２年８月１日現在

令和元年８月１日現在
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（級別の標準的な職務内容）

（２） 級 別 職 員 数
行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）
７　級
６　級
５　級 １ １０．０
４　級 ７ ７０．０
３　級
２　級 ２ ２０．０
１　級
計 １０ １００．００

７　級
６　級
５　級 １ １１．１
４　級 ５ ５５．６
３　級 １ １１．１
２　級 ２ ２２．２
１　級
計 ９ １００．００

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級
行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

令和２年８月１日現在

令和元年８月１日現在
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

４　令和２年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 830,274 643,129
構 築 物 20,684,952
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,281,514 13,403,438
機 械 及 び 装 置 3,168,943
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,822,128 1,346,815
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 12,478 2,508
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,904 927

有 形 固 定 資 産 合 計 15,591,920
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 15,594,516

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 156,907
未 収 金 65,859
貸 倒 引 当 金 △ 864 64,995

貯 蔵 品 109
流 動 資 産 合 計 222,011
資 産 合 計 15,816,527
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,857,827
固 定 負 債 合 計 5,857,827

４ 流 動 負 債
企 業 債 551,516
未 払 金 43,058
引 当 金 5,984
流 動 負 債 合 計 600,558

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,277,553
収 益 化 累 計 額 △ 7,162,621
繰 延 収 益 合 計 6,114,932
負 債 合 計 12,573,317

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,741,246
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,556,152
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,556,152
剰 余 金 合 計 △ 1,498,036
資 本 合 計 3,243,210
負 債 資 本 合 計 15,816,527
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８～５０年
　　　　　　構築物 １０～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　２５０，６６８円
　　　１年超　　　６２６，６７０円
　　　　計　　　　８７７，３３８円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，３０８千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金６３１千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

356,717 5,634 14,657 7,467 0 384,475
756,561 55,908 68,718 42,929 58,075 982,191

△ 399,844 △ 50,274 △ 54,061 △ 35,462 △ 58,075 △ 597,716
△ 157,374 △ 15,062 △ 25,603 △ 17,567 0 △ 215,606
12,723,907 1,014,540 1,298,369 778,228 1,483 15,816,527
10,135,683 795,254 993,995 646,902 1,483 12,573,317

77,960 13,483 10,946 6,706 58,083 167,178
450,401 40,915 49,496 32,077 0 572,889

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

121,482 0 5,728 16,182 0 143,392

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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